
独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程新旧対照表 

現 行 改 正 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

 

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

                              改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

改正 平成２１年１２月１日 

改正 平成２２年１２月１日 

 

 

第１条～第２条 (略)  

 

（給与の支払） 

第３条 役員の給与は、全額を通貨で直接役員に支給する。ただし、法令に基づきその役員

の給与から控除すべきものがある場合にはその金額を控除する。 

 

 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９３７，０００円 

 （２）理事長代理        ８６３，０００円 

 （３）理事           ７７６，０００円 

 （４）監事           ７０２，０００円 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

 

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

                              改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

改正 平成２１年１２月１日 

改正 平成２２年１２月１日 

改正 平成２４年５月１１日 

 

第１条～第２条 (略)  

 

（給与の支払） 

第３条 役員の給与は、全額を通貨で直接役員に支給する。ただし、法令に基づきその役員

の給与から控除すべきものがある場合にはその金額を控除する。 

２ 前項の規定にかかわらず、役員からの申出があった場合には、その役員の指定する金融

機関への口座振込みの方法によって支払うことができる。 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９３２，０００円 

 （２）理事長代理        ８５９，０００円 

 （３）理事           ７７２，０００円 

 （４）監事           ６９８，０００円 

資料２－１ 



 

第５条～第１２条 （略） 

 

附 則 (略) 

 

 

第５条～第１２条 （略） 

 

附 則 (略) 

附 則 

１  この規程は、平成２４年６月１日から施行する。 

（給与の特例措置） 

２ 平成２４年６月１日から平成２６年３月３１日までの間においては、役員給与規程第４

条の適用を受ける役員（以下「常勤役員」という。）に対する次に掲げる給与の支給に当

たっては、次の各号に掲げる給与の額から、当該各号に定める額に相当する額を減ずる。 

 （１）俸給 当該常勤役員の俸給の月額に１００分の９．７７を乗じて得た額 

 （２）特別調整手当 当該常勤役員の特別調整手当の月額に１００分の９．７７                                                              

を乗じて得た額 

（３）期末手当 当該常勤役員が受けるべき期末手当の額に１００分の９．７７を乗じ

て得た額 

（４）勤勉手当 当該常勤役員が受けるべき勤勉手当の額に１００分の９．７７ 

 を乗じて得た額 

（平成２４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

３  平成２４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の機構役員給与規程の第８条第２項

の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基

準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に

相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期

末手当は、支給しない。 

（１）平成２３年４月１日（同月２日から施行日の前日までの間に新たに常勤役員となっ

た者にあっては、その新たに常勤役員となった日）において常勤役員が受けるべき俸

給及び特別調整手当の月額の合計額に１００分の０．３７を乗じて得た額（以下「基

礎額」という。）に、平成２３年４月から施行日の属する月の前月までの月数（平成

２３年４月１日から施行日の前日までの期間において、役員として在職しなかった期

間がある場合は、その期間のある月数を減じた月数）を乗じて得た額 



（２）平成２３年６月に役員として支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分

の０．３７を乗じて得た額並びに同年１２月に役員として支給された期末手当及び勤

勉手当の合計額に１００分の０．３７を乗じて得た額 

（３）平成２４年６月１日において常勤役員が受けるべき俸給の月額に１００分の９．７

７を乗じて得た額及び特別調整手当の月額に１００分の９．７７を乗じて得た額（以

下「基礎額」という。）に、平成２４年４月から施行日の属する月の前月までの月数

（平成２４年４月１日から施行日の前日までの期間において、役員として在職しなか

った期間がある場合は、その期間のある月数を減じた月数）を乗じて得た額 

（端数計算） 

４ 第２項及び第３項の規定により減ずることとされる額を算定する場合において、当該額

に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 

 

 


